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― 親族の扶養義務の優先（法 4 条 2 項）に関して―
Problems arising from an interview survey conducted by a public assistance 
administrator on “the supplementary nature of public assistance”

























































































































































































































































































































関東地方の E 区福祉事務所の再任用職員（同 64
歳），3）東北地方の F 市福祉事務所の生活保護ケー
スワーカー（同 24 歳），4）東北地方の G 県福祉
事務所の生活保護ケースワーカー（同 30 歳代半
ば），5）関東地方の H 市福祉事務所の生活保護ケー














































































F 市 A 自身の了解を得られない限り，福祉事務
所から親に対して直接アプローチすること
はしない。



























　ここで特に注目されるのは，D 市・E 区・F 市
では受給者本人である A の頭越しに直接扶養義務
者と交渉する方法を採っていないのに対して，G











































































力探索のための調査（法 29 条 1 項 2 号）が実施
機関に対して強く求められる場面となるはずであ
72






























































































































































































































































































































































　法 4 条 2 項の解釈に関する 1) 受給要件説，2)
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